
事業名 生活習慣病予防対策推進費 レビュー番号 400 担当部局・課室 健康課

課題

① 自治体における健康施策の実施・評価に活用できる課題の調
査・分析の手法が確立しておらず、ノウハウ等も不足している。
→各種ツールを活用した調査分析等のノウハウ等の蓄積により、
各自治体が地域特性に応じた健康政策に取り組む環境を整備。

② 健康寿命延伸のために 「次期健康づくり運動プラン」の各指標
（※）について、改善が求められている。
→健康日本21（第二次）中間評価において、国民の生活
習慣そのものは変化が見られていないため、エビデンスに基づき、
住民の具体的な行動変容につながる効果的な施策の実施が
求められる。

現状分析

① 「次期健康づくり運動プラン」達成のための都道府県や市町
村の健康増進計画の策定・実施のためには、現状の把握が
必須であるが、公衆衛生政策で最も重要な自治体ごとの取
組について、適切な指標や評価方法が確立していない。

② 健康寿命は、健康日本21（第二次）中間評価によると、
男性70.12年→72.14年、女性73.62年→74.79年
（2010年→2016年時点）であり、着実に延伸しているが
十分とは言えず、2040年までに更に3年以上を延伸するため
には、更なる取組が必要である。

令和４
年度
予算案

(278百
万円）

【インプット】

② 新たな政策手
法の確立と地域
（現場）で活
用できる健康政
策ツールの開発

① 地域課題の調
査・分析ツールの
開発、健康づくり
テキスト・事例集
の作成

① 地域課題の調査・分析ツー
ル、健康づくりテキスト・事例
集の完成
例) 調査票設計ツール、デー
タ分析ツールなど
令和４年度：テキスト３件、
事例集1件

③ 各種調査・分析ツールや政
策ツール等の現場実装に向
けたモデル地域での実証
例）ツール活用のためのマ
ニュアル、行動変容を促すた
めのコミュニケーションスキル研
修プログラム、住民参加によ
る健康づくりを促進する伴走
型支援スキル研修プログラム
など

令和４年度：
ツール1件、研修セミナー３
件（うちテキスト併用2件）

② ナッジ等の行動科学を活用
した健康政策ツールの完成
例) 食生活改善支援ツール、
身体活動量増加支援ツール、
健診・検診受診勧奨ツール
など

令和４年度：ツール６件

① 令和４年度以降に「次
期健康づくり運動プラン」 へ
反映するとともに、都道府
県や市町村の健康増進計
画の策定・実行に活用。

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】
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事業概要
【□新規 ■既存 ■モデル □大幅見直し】

① 地域課題の調査・分析ツールの開発

② 新たな政策手法の確立と、地域（現場）で
活用できる健康政策ツールの開発

③ モデル地域において、各種調査・分析ツールや
政策ツールの現場実装に向けた実証

④ 実証により有効性が担保された各種政策ツー
ル及びマニュアル、研修を現場に提供

③ モデル地域にお
いて、各種調
査・分析ツールや
健康政策ツール
の現場実装に向
けた実証

② 質問票により、モデル地
域の住民の知識や認識、
短期的な行動等の変化を
把握することで、各健康政
策ツールの介入効果が確
認される。

○野菜摂取量増加等の食
生活の改善

○歩数等の身体活動量の
増加

○健診・検診受診率 など

(※) 参考：健康日本21（第二次）（現プラ
ン）の指標。

①各種ツールを活用した調査分析等のノウハ
ウ等の蓄積により、各自治体自らが、地域
特性に応じた健康政策に取り組む環境を
整備。

② 「次期健康づくり運動プラン」の【生活習慣
病の発症予防と重症化予防】及び【生活
習慣及び社会環境の改善】の各指標
（※）について、改善が見られる。

○主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１
日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合
59.7%(H28) → 80%(R5)

○野菜の摂取量
277g(H28) → 350g(R5)

○日常生活における歩数（65歳未満）
男性：7769歩、女性：6770歩(H22)

→男性：9000歩、女性：8500歩(R5)
○がん検診の受診率

子宮頸がん 42% → 50%(R5)

③ 質問票により、モデル地
域における保健師の知識
や認識、短期的なスキル
向上等の変化を把握する
ことで、マニュアル・プログラ
ムの効果が確認される。

○コミュニケーションスキル・住
民参加に向けた伴走型支
援スキル などテキストを用
いたセミナー後の現場実行
者の割合：42～63％

③ 「次期健康づくり運動プラン」の【社会環境
整備】の各指標（※）について、改善が見
られる。

○地域のつながりの強化（居住地域でお互
いに助け合っていると思う国民の割合）
55.9％ (H27) → 65％(R5)

○健康格差対策に取り組む自治体の増加
40都道府県(H28)

→ 47都道府県 (R5)


